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外国からの投資に関するプロセスと制限を⾃由化、更に簡素化を進める。

a)� ⾃動（承認ルート）とは何でしょうか？

インドの殆どの分野（90％以上）では、⾃動ルートにより株式保有100％迄のFDIが許可されています。⼀部の分野では、⾃動
ルートでは、外資が指定された限度額を超えられません。例えば、ダイヤモンド、⾦、銀、貴⾦属・鉱⽯を含む農業・鉱業では、
チタン含有鉱物やその鉱⽯を除き、⾃動ルートで100%のFDI�が許可されています。

b)� 政府承認ルートとは何でしょうか？

⾃動ルートによる直接投資については、インド政府の事前承認は必要ありません。ただし、分野によっては、外資導⼊認可が
必要な場合もあります（例えば、電気通信分野では、インド電気通信規制庁、航空分野では⺠間航空局⻑、防衛分野では国防
省、保険分野では保険規制・開発庁などによる許可が挙げられます）。

⾃動ルートでカバーされていない活動や分野へのFDIは、インド政府の事前承認が必要です。現在、以下の分野では、FDIを
⾏う場合、（例えそれがどんなに無視出来る程⼩さな場合でも）、インド政府の事前承認が必要とされています。

当初、「外国投資促進委員会」（FIPB）は、1991年、インド政府によって設⽴され、承認ルートに該当する分野のFDI� 申請を処
理し、承認していました。しかし、FIPB� の役割の透明性を⾼めるため、2017年5⽉にFIPBは廃⽌、FDI� 申請プロセスを管理す
るための標準業務⼿順書（SOP）を導⼊する事になりました。

結果として、インド政府はFIPBに代わり、「外国投資促進ポータル」（FIFP）（ ）を導⼊、承認ルートに該http://www.fifp.gov.in
当するFDI�申請の⼀元的処理をする事になりました。FIPB�廃⽌後、FDI�の承認プロセスは簡素化され、FDI�申請の承認に関す
る業務は、関係省庁がDPIITと協議を⾏い、処理するようになりました。

チタンの採掘・鉱物分離
放送コンテンツ・サービス

印刷メディア

1991年以降のインドのFDI政策の⾃由化につきまして。
インドは、地理的にも⽂化的にも何世紀もの⻑い歴史を持つ国ですが、若く、活気に満ちた成⻑中の経済国もあります。インド
は1947年に植⺠地⽀配から解放されました。経済の⾃由化は1991年に始まり、インド経済は広く外資に開放されました。
それ以来、FDI�はインドで⼀千万⼈以上の雇⽤を創出、この数は世界のいくつかの⼩国の⼈⼝よりも多いのが現状です。

デジタル・メディアを通じたニュースや時事問題ア
     ップロード／ストリーミング配信

2022年8⽉5⽇以降、FIFP�は「National�Single�Window�System」（NSWS）（ ）に置き換わりました。https://www.nsws.gov.in/
今後、FDI�の認可申請は全てNSWSのオンラインポータルを通じて⾏われます。DPIITは、NSWSポータルに提出された申請書
をモニタリングし、関係省庁に転送する責任を負います。

商⼯省傘下の産業・国内貿易振興局（DPIIT）は、政府承認ルートに該当する分野でのFDI促進のためのインド政府の単⼀窓⼝。

投資家が時間とエネルギーを割かれる「政府承認ルート」ではなく、「⾃動ルート」により、外国投資案件をますます増やし
て⾏く事。例えば�、

ここ数年、インド政府はインド経済の13以上のセクターに関わるFDI�政策に重要な改⾰を導⼊して来ました。この改⾰の⽬的
は、以下の通りです。

ü 年⾦部⾨も⾃動ルートでの�FDI�制限が�49%から�74%に引き上げ。

学術・技術雑誌の出版・印刷

インドと陸上で国境を接している国（中国、パキスタン、アフガニスタン、ネパール、ブータンなど）に属する企業による
インドへの外国側からの投資。

ü� インド政府は、国防などの機密性の⾼いセクターにおいても、⾃動ルートに基づくFDI� 上限を49％から74％に
引き上げ、セクターごとの上限を緩和。

ü 電気通信セクターの�FDI�制度は、従来の�49％から⾃動ルートで�100％に引き上げ。

コロナ（COVID-19）流⾏によるインド企業のオポチュニティ的買収を抑制するため、インド政府は2020年4⽉17⽇付プレス・
ノート�3によりFDI�政策を改正、以下の場合にインド政府からの事前承認取得を必須としました。

中国など近隣諸国からの直接投資には政府承認が必要。

外国新聞のファックス版発⾏
⼈⼯衛星の設置・運⽤
インド国内で製造・⽣産された⾷品の取引
マルチブランド⼩売業
公営銀⾏
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クレイマンに関しまして
クレイマン・コンサルタンツLLP（以下、クレイマン）は、インド全⼟の⽇系顧客様にサービスを提供する会計・アドバイザリー
会社です。当社は、インド進出、会計・監査、税務、規制、法務サービスを専⾨としています。当社は、公認会計⼠、会社秘書（カ
ンパニー・セクレタリー）、弁護⼠、MBAからなる専⾨家チームです。詳細については、当社ウェブサイト
（ ）をご覧ください。サポートが必要な場合は、 �迄ご連絡下さい。www.krayman.com/jp communications@krayman.com


